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古賀 大貴 

 
運賃改定自体については、昨今の経済情勢を加味するとやむを得ないと考えているものの、
本年９月１７日に西日本鉄道ホームページで公開された資料『運賃改定の申請について 
（補足説明資料）』によると新型車両９０００形の投入予定数が２０２６～２０２８年度の
３年間でわずか２０両と天神大牟田線・貝塚線の老朽車両の数に対して極めて少なく、沿線
住民の一人として、今後の持続的な鉄道運営について一部懸念があるため「一部反対」を表
明します。 
 
理由 
この投入計画数は通勤需要がコロナ前には戻らないと想定していた２０２２年時点の『移
動等円滑化取組報告書(鉄道車両) 』から増えていません。 
本年９月に国土交通省が公表した「鉄道分野の GX に関する基本的考え方〔概要〕（案）」に
よると、大手民鉄に対して２０３５年までの VVVF 化目標が記されていますが、こちらの
遵守が求められた場合、２０３５年までに５０００形・６０００形の残存数の代替ができる
のでしょうか。現行の年間７両程度の置き換えで間に合うのか懸念があります。 
 
２０２９年度から２０３５年度までの間に５０００形・６０００形の残存数と同等両数の
新造がなされない場合、沿線住民の生活に大きな不利益を被る恐れがあるのではないでし
ょうか。 
 
そこで、現時点での２０２９年度から２０３５年度にかけての代替新造の見通しをどのよ
うにお考えなのでしょうか。「鉄道分野の GX に関する基本的考え方〔概要〕（案）」の指針
に関して、２０３５年度までの完全 VVVF 化にあたっては認可省庁である国土交通省に対
して、大手民鉄の代替新造に対する国の補助制度の新設を求めることが必要ではないかと
考えます。 
 
また ATS 更新計画に関しても、停車駅の増加による近年の遅延の増加・所要時間の増加を
鑑み、更新にあたってはスピードアップや８両運行の復活ができるよう検討をお願い致し
ます。 
 
大手民鉄とはいえ首都圏・近畿圏との違いや体力差を加味した対策が必要と考えており、物
価高・人口減少等で民間事業者単独で十分な新造が難しい場合には、大手民鉄とはいえ十分



な財政措置を講じるないしはラッシュ時を中心に２０３５年度以降も非 VVVF 車の運行を
行うなどの対策をすべきだと思います。 
脱炭素社会の実現に当たっても旧型車両であっても環境負荷が少ないことを再認識して、
「鉄道分野の GX に関する基本的考え方〔概要〕（案）」を遵守するために減便等によりクル
マへの移行の加速といった脱炭素社会の実現と逆行するような本末転倒な形にならないよ
うに、今回の陳述とさせていただきます。 
 

以上 


